




























































個 人 研 究
ど変りがなく日常普通のことになっている。法的に厳
格な判定を下すのではなく，素朴に眺めるならば，人
類はすでに世界連邦への道程を間違いなく，着実に歩
んでいる。巨視的に見るならば，「世界社会」はすで
に誕生し，それにどのような法的な衣服を着せるかと
いう問題が残っているにすぎないともいえよう。
　4．世界連邦の創設が具体的日程にのぼった場合に
問題となる一つは，世界連邦と構成国家の間の政治的
・法的権限分配の問題であろう。現在の国際社会を石
垣，未来の世界国家をコンクリートの壁にたとえた前
記の比喩に従えば，世界連邦は，鉄筋コンクリート建
のビルディングのようなものである。　「各階」には，
それぞれの特色を持たせ，その階内での管理を独自に
行なわせることができるが，同時に全体としては鉄筋
が通り，給水，排水，電気，ガス，冷暖房，エレベー
ター，階段などのような「ビル全体」に関する事項
は，共通して管理する必要が生じてくる。
　かつて，国家は，その有する主権の対外的効果とし
て，自国の国家政策遂行上必要であると考える場合に
は，戦争によって目的を達成することができると解さ
れていた。戦争が国際法的に違法と考えられるように
なってからも自衛のために武力を行使することが許さ
れ，更に自衛であるか否かの判定権は，その行為国に
あると主張された6そしてまた，主権の対内的効果と
して，国家の領域内にある住民の待遇と福祉は，その
国の国内管轄権に属し，国家が排他的に処理でぎると
されていたQしかし，国連憲章のもとにおいては，加
盟各国は，その国際紛争を平和的手段によって解決す
ることを義務づけられ，その国際関係において武力に
よる威嚇と武力の行使を原則として禁止した。それの
みならず，自衛であるか否かの判定は，安全保障理事
会が行なうことになり，国際の平和安全維持に関する
主要な責任を安全保障理事会に負わせ，同理事会の決
定を受諾しかつ履行することに同意した。また，その
領域内にある住民の処遇に関しても，国家が全く盗意
的な権力を持つものではなく，特に「人種・性・言語
又は宗教による差別のないすべての者のための人権及
び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守」を実現するた
めに国連と協力して共同及び個別の行動をとることを
加盟国は誓約している。
　このようなことは，従来の伝統的国際法によれば，
国家主権の重要な制限ないし制約にほかならない。
「国際機構の本質的目的のいかなるものも，しばしば
国際面における国家主権の重要な属性と考えられてい
るものの譲渡なくしては達成されない」のである。
　また，第2次大戦後にヨーロッパで成立した国際機
構においては，その構成や活動の上で，より強く超国
家性が認められ，従来の国際機構と比較すると，連邦
国家と国家連合との関係に対比することができるほど
に，構成国間相互の緊密化がはかられ，事実「連邦国
家的特徴を備えた新しい型の国家結合」ともよばれて
いる。特定の限られた分野であるにせよ，単に加盟国
のみならず，その国民・個人に対しても拘束力を持つ
超国家機構の創設を約した各国は，その条約を通じて
自国領域における主権行使を一部その機構に移譲した
ものと考えざるをえない。
　「国家主権」が強調された時代は去りつつあり，
「世界連邦」の実現が近づきつつあるが，この研究は
その過程および実現後の諸問題について法的側面から
分析検討を試みたものであり，その成果の一部は，尾
崎行雄財団編「世界連邦」第1集（13アー166ページ）
などに公表した。
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